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1 はじめに

1995年から5年間、日韓産業技術協力財団の専門家とし

て、度々韓国へ行く機会があったので、アジア産業発展のト

ップランナーの1人である韓国の産業・技術発展の特徴を、

仕事をやりながら研究したいと思った。2年目の秋の1996

年9月2日の英字新聞コーリアン・ヘラルドに、浦項製鉄の

1面広告（図1）が載った。「誰が予測したでしょうか？我が

社は間もなく世界一になります」というものだった。それか

ら2年後、98年の浦項製鉄の粗鋼生産は、日本の新日鉄を抜

いて世界一となった。

70年代の初め頃、勤めていた製鉄所が、浦項製鉄への技

術移転の一部を担当したことや、フリーランスのコンサルタ

ントを始めた90年代の初めに、日本の製鉄会社を見学に来

る浦項の社員に、マネージメントの講義を何回かした経験が

あり、1991年には初めて浦項製鉄所を見学した。このよう

な経過から、韓国鉄鋼業の速い発展の要因の解明には、ずっ

と関心があった。要因解明の分析方法としては、国連大学が

1978年から82年にかけて、検討した日本技術の発展の要因

を分析した（通称「日本の経験」プロジェクト）の枠組みを用

いて、日本と韓国の発展状況を整理し、両者の違いを考察す

ることにした。「日本の経験」の枠組みを比較のベースとし

て採用したのは、筆者はこれが最も的確に、日本の近代技術

発展の道筋を整理したものと考えているからである。

2 韓国浦項製鉄の発展の状況

2.1 浦項製鉄の成立1，2）

浦項製鉄は、1970年代の初め日本からの技術移転によっ

てスタートしている。1961年朴政権が成立後、ただちに策

定された第1次5ヶ年計画によって、セメント、肥料、鉄鋼

の三大基幹産業の育成に重点を置いた工業化優先政策が打ち

出された。これに基づいて初めて総合製鉄を発足させ、検討

に着手したが、予定した内外資の調達のめどがつかず、また

米国政府筋から韓国経済の実情から見て妥当でないという批

判も出て、計画は取り消されてしまった。

韓国政府は第2次5ヶ年計画の策定と前後して、鉄鋼業の

育成方策を全面的に再検討することとし、鉄鋼事情調査の協

力を日本に要請した。1965年秋に日本から調査団が派遣さ

れ、供給需要両面から総合的に調査検討し、報告書を同年

11月に韓国政府に提出した。同報告書は、粗鋼50万トン規

模の一貫製鉄所の存立する可能性を認め、建設を答申した。

韓国政府は答申を仁川重工業に検討させ、さらに具体化した

上でその趣旨を第2次5ヶ年計画に大幅に取り入れた。

1967年にはコッパース（米コンサルタント）を中心に5ヶ

国8社で構成されたKISA（対韓国際製鉄借款団）を発足させ、

粗鋼60 万トンの建設計画を基本契約するのに成功した。

建設資金は外資9,570万ドル、内資140億ウォン（5,140万
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ドル）が見込まれたが、資金調達は難航した。しかし1968

年4月、総合製鉄は、浦項総合製鉄株式会社として正式に発

足した。授権資本は当初8億ウォン、そのうち1次払込が4

億ウォン、内訳は政府3億ウォン、大韓重工1億ウォンで、

大韓重工は本来的に政府企業なので浦項製鉄は事実上国家資

金で運営されることとなった。その後KISAに大きな影響力

をもっていたUSOM（United States Operation Mission）

から、韓国の総合製鉄は鉄鋼一貫製鉄所ではなく、電炉製鋼

を中心に連続式熱間圧延施設だけを建設するのが妥当だとの

提言がなされ、KISAによる借款調達を事実上断念せざるを

えなくなった。しかしながら鉄鋼一貫製鉄所事業に不退転の

決意で臨む韓国政府は日本からの資金、技術協力により、こ

れを推進することに方向転換をはかった。

そこで、朴泰俊氏を委員長とする総合製鉄建設推進委員会

を経済企画院内に設置し、粗鋼103万トンの新事業計画を作

成し、この案をもって、第3回日韓定期閣僚会議で協力を要

請するとともに、日本鉄鋼業界首脳に事業計画を説明し協力

を要請した。要請を受けた日本政府は調査団を訪韓させた後、

1969年12月、1億2,370万ドルの資金援助の日韓基本協約が

調印された。さらに、八幡製鉄、富士製鉄、日本鋼管の3社

と浦項総合製鉄との間でプレリミナリー・エンジニアリング

協定が調印された。

これにより総合製鉄建設の技術的、資金的支援体制が整い、

浦項第1期工事は1970年4月1日に着工の運びとなった。3

年後の1973年6月8日に第1号高炉火入れ、翌7月第1期103

万トン体制が竣工し、韓国鉄鋼業発展の土台が築かれた。浦

項第2期工事は1973年12月に着工、総工費5億4,200万ドル

を投じ、1976年5月竣工し260万トン体制となった。この1

期、2期を通じ日本グループの技術指導は設備の基本計画か

ら操業指導まで全範囲で行われた。550万トン体制を目指す

浦項第3期工事は、第2期工事に引き続き1976年3月に着工

し、1978年12月に竣工した。3期に至ると浦項の自社技術

力が向上し、日本の技術指導の範囲は発展的に縮小され、プ

ロセス制御技術と構造用合金鋼、高張力鋼、電気鋼板生産技

術など新製品開発にかかわる技術に限られた。

その後浦項第4期1次、2次までの拡張工事を終え（1983

年5月）溶鋼年産能力は 910万トンに達し、浦項製鉄所は単

一製鉄所としては世界屈指の臨海製鉄所となった。

この時点で韓国鉄鋼業の生産能力は1,180万トンになった

が、鉄鋼需要は輸出690万トンを含めて1,510万トンにまで

飛躍したため、3 30万トンの供給不足に陥るとした、この

需要予測をもとに第2製鉄所建設の検討が始まった。第2製

鉄所としての光陽製鉄所は、1987年5月に第1期270万トン

体制が完成、引き続き第2期拡張工事は1986年9月に着工、

540万トン体制が1988年8月に竣工した。拡充続く浦項総合

製鉄は光陽第3期810万トン体制を1990年末に完成に及び、

同社の粗鋼生産能力は、1,720万トンに達した。実際に、

1993年の粗鋼生産は2,253万トンであった。

この頃から、アメリカ、日本、ヨーロッパ、中国などで、

株式上場、物流センター、研究所の設立などの国際的な活動

を強め、1998年 4月 1日、創立 30周年を迎えた。また、

1998年には、日本の新日鉄を抜き粗鋼生産2,557万トンに達

した（表1）。

浦項製鉄の技術協力の団長であった有賀敏彦氏は、浦項製

鉄建設回顧録 3）のなかで、その成功の要因として、朴泰俊

社長の卓抜した指導力と日韓技術者の相互信頼と協力の二つ

を挙げている。朴社長は、その後、韓国の首相に就任してい

る。また、技術協力に参加した日本の技術者の数は、製鉄会

社から140人、機械メーカーなどからは500人を越えたとい

う。

筆者の体験では、首脳部の日本事情、日本文化への理解は

深いと感じた。その例証として、1991年浦項製鉄の訪問時

に、東京での筆者の講義に何を要望するかとの問いに対して、

「日本の匠の心」を教えて欲しいとの答があり、非常に驚い

年月日 詳細 

表1 浦項総合製鉄所のあゆみ
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た記憶が生々しい。また、彼等は、日本と西欧との双方の技

術を見ることが出来る有利な地位にいると感じた。また、浦

項技術者の勉強熱心なことと、能力の高さ、とりわけ日本語

能力の高さには一驚した。

2.2 浦項製鉄の技術水準の現状

日本で最初の製鉄所である八幡製鉄所の年毎の粗鋼の伸び

を示した図2の中に、浦項製鉄所の操業開始から完成までの

粗鋼の伸びて行く様子を示した。驚くべき短時間での拡大が

認められ、その生産拡大のスピードは、八幡の数倍である。

一方、その製品水準、操業水準、技術水準はどうであろうか。

郭在源の論文4）による1996年の各水準を各々表2、3に示す

が、自動車用高張力鋼板や表面処理冷延鋼鈑などに一部未達

の部分はあるが、総じて日本の水準に並ぶ域に到達している

ことがわかる。筆者の韓国での鉄のユーザーの経験でも、電

磁鋼鈑の一部を除いては、ユーザーからの不満の声はなかっ

た。

また、表4に示すように、世界中の大学、企業と共同研究

を実施し、新しい有望技術の研究を熱心に行なっている。

表2 鉄鋼材製品及び操業水準比較

表3 鋼種別・工程別の技術水準比較（日本＝100）

図2 八幡、浦項、両製鉄所の生産開始後の粗鋼生産の伸び
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3 鉄における「日本の経験」と
「韓国の経験」の比較

3.1 比較の枠組みとしての「日本の経験」

（国連大学プロジェクト・1978年～82年）5）

通称「日本の経験」と呼ばれているのは、国連大学がアジ

ア研究所に委嘱して行なった「技術移転・変容・開発－日本

の経験－」のことである。当時、アジアで唯一先進国並の技

術レベルに到達していた日本に、その成功の秘訣を伝授して

くれと言う要望がアジア諸国から多くよせられ、それに答え

ようというのが目的であった。この研究は、当時の日本の第

一線の学者129人を動員して、1978年1月から1982年12月

の満5年の歳月をかけて行われた大プロジェクトである。プ

ロジェクトの内容は、技術と都市社会、技術と農村社会、鉄

鋼業と鉄道、繊維産業など18以上の項目について行われ、

その結果をコーディネーターの林武氏が総括し、1986年に

「技術と社会－日本の経験」として刊行された5）。内容として

は先ず、工業化のパターンとして、次の3点を挙げている。

（1）日本の技術のスタートは、戦後ではなく、明治維新から

で、技術の自立へのは約60年が必要だった。（1867年～

1920年頃）、（2）その後、1920年代、1950～60年代の2回

の外国からの技術移転の波が、技術発展の加速に大きく貢献

した、（3）比較的長い期間をかけ農業社会から工業社会へ転

換し、農村社会は、工業社会の労働力の供給源であった。次

に、成功のメカニズムとして、（1）技術の構成要素 5 M

（M1：Material，M2：Machine，M3：Man Power，M4：

Management，M5：Market）についての独創的組み立て、

（2）日本型エンジニアの養成、（3）技術自立への5段階への

確実なステップ・アップ、（4）むだ、むり、むらの排除をめ

ざす独特な技術管理方式の確立の4点を挙げ、これこそ日本

が技術で成功したエッセンスだとしている。

3.2 鉄における「日本の経験」

3.1節で述べた「日本の経験」の枠組みを使った鉄における

「日本の経験」については、別の論文 6）で詳述したので、こ

こではその要約だけを述べる。

3.2.1 発展パターン

西欧式の製鉄法が、導入が熱心に検討され始めたのは、

19世紀に入って日本の近海に黒船が現われた以後のことだ

が、それが本格化したのは1867年の明治維新以後のことで

ある。ヨーロッパで2世紀かけて発達した製鉄技術を、1日

も早くものにしたいとあがき苦しんだのが、技術自立への

60年の第1歩だった。西欧製鉄技術と日本の在来技術との原

料の違いや、また、多様に発展しつつある製鉄プロセスの中

からの本命プロセスの選定に苦しんだ。日本の最初の製鉄所

の八幡製鉄所が動き出したのは、明治維新から34年後、採

算が黒字になったのは更に9年後のことであった。そして、

技術的な自立が出来たのは、明治維新から60年経った昭和

に入ってからである。

八幡製鉄所は、創業から徐々に生産量を上げてはいるが、

今の我々の尺度でみると、その歩みは実に遅々としているが、

1929年（昭和4年）になると年産134万トンに達している。

高炉の基数も増え、大量生産のシンボルで鋼鈑のミルがアメ

リカから技術導入され、冷延ミルが1940年（昭和15年）に、

熱延ミルが1941年（昭和16年）に稼働を始め、量産型製鉄

方式が徐々に体裁を整えてきた。

戦後の1950年代以降、高度成長期に入り、工場の復興、

拡大の気運とともに、アメリカ、ヨーロッパからの技術移転

が盛んに行われたが、その中でも代表的なのはLD転炉によ

る製鋼と連続鋳造を挙げることが出来る。ヨーロッパでは、

半工業的に行われていたLD転炉による製鋼法は、日本で完

成された。LD転炉による製鋼は1960年頃から本格化し、70

年代の終りには、約7,000万トン、75年には8,300万トンが、

日本で生産されるようになった。また、連続鋳造についても

ほぼ同様で、ヨーロッパ産のこの技術は、1954年に初めて

日本に導入されて以来、徐々に基数が増加して、改良が重ね

られた。1970年代には急速な普及大発展を遂げるに至った。

1969年には、粗鋼のわずか4％程度の生産比率であったが、

1979年には50％を越え、1981年には70％、1990年までに

表4 浦項製鉄と外国企業との共同研究の現況
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は全粗鋼の90％を越えるに至った。八幡製鉄所もこの様な

流れの中で、1960年代には急速に生産を伸ばし、1966年に

は917万トンに達している。

日本では、農業社会から工業社会への転換は、1世紀以上

かけて行われ、農業社会は工業への労働者の供給源となった。

工業社会の進展とともに、また、都市化も進んだ。

3.2.2 発展メカニズム

戦後日本に鉄鋼業を再建するかどうか、日本国内の議論は

沸騰した。鉄鉱資源が皆無に等しい日本では、鉄鋼業を興す

必要などないではないかというのが、再建否定論者の意見だ

った。従来の常識に立てば正論というべきか、日本鉄鋼業は、

明治の成立からそれまで常に資源の確保に悩みぬいた歴史が

あったからである。また、世界の製鉄国は、例外なく製鉄原

料の資源国であった。しかし、結局は再建論者が勝ち、再建

することとなったが、戦後の自由貿易体制の成立下の条件で、

大型鉱石専用船の採用、臨海製鉄所の建設によって、鉄鉱資

源が皆無に近い日本が製鉄国として発展した。ここには、従

来の世界の常識を破る独創性が発揮されたと言えるだろう。

技術の5 Mの効率的組み合わせとしては、M1として大型

キャリヤーによる高品質原料輸入、M2としては臨海製鉄所

の建設、M3としては人本主義、M4としてはQCD（Quality，

Cost，Deliver y）限界マネージメント、現場主義、M5とし

ては顧客志向を挙げることができよう。また、日本型エンジ

ニアの育成として、現場の実践的指導者、作業長制度に力を

注いだ。技術自立への5段階のステップアップは、1世紀の

時間をかけて徐々に登っていった。日本型と呼ばれる西欧－

日本技術文化の融合した高度化技術を実現できたのは、

1975年以降になってからで、この技術の理念的柱として、

むだ、むり、むらの3要素の排除が位置付けられる。

3.3 「日本の経験」の枠組みによる

韓国鉄鋼業急発展要因の分析

韓国鉄鋼業に占める浦項製鉄の地位は圧倒的なので、浦項

製鉄の発展を「韓国の経験」として、「日本の経験」の枠組み

にしたがって、整理すると次のようになる。

3.3.1 発展パターン

（1）浦項製鉄の発展の原点は、リーダーの卓抜した選択力、

指導力の発揮により、日本の鉄鋼業で確立したベスト・

プラクティスを技術移転して、設備の建設即生産を可能

にした。世界的規模の高生産体制確立への25年、日本

が約1世紀かかったに比較して数倍のスピードである。

図2からも分かるように、浦項製鉄所の生産増加のカー

ブの傾斜は、1960年代の八幡製鉄所のそれとほぼ平行

である。八幡製鉄所が70年近くかけて達成出来た生産

量をわずか10数年で到達している。

2.1節の浦項製鉄の成立の項でも述べたように、当初

アメリカなどから技術を導入する予定であったが、途中

から日本からの技術導入に変更した。浦項製鉄の技術導

入が始まった1970年には、戦後の日本では外国からの

資源輸入をベースとして、大型高炉、LD転炉を核とし

た臨海製鉄所の技術システムを創出し、世界での鉄鋼生

産システムの新しいベストプラクティスを確立した時期

であった。

（2）第1製鉄所である浦項製鉄所の建設で蓄積した知見を生

かし、量産型の第2の光陽製鉄所の建設を引き続いて行

い、量的に世界的規模の会社に到達させた。

（3）農業社会から工業社会への転換は、急激であったが、工

場労働者の供給源であった。

3.3.2 発展メカニズム

（1）経営者のリーダーシップによる技術移転した鉄鋼生産の

ベスト・プラクティスと人材の徹底的活用

日本の製鉄技術こそが、世界のベスト・プラクティス

であると認識し、その徹底した導入に力を尽くし、また、

その効果を完璧なまでに活用した。

（2）高品質技術人材の活用、日本語力、英語力の重視による

国際人の育成

韓国は、日本に比較して若者人口比率が高く、また、

伝統的に教育熱心な社会である。高等教育在学率は、ア

ジアの中で日本と韓国が飛び抜けて高く、最近では日本

より韓国の方が高いという。ちなみに、韓国の高等教育

在学率は、1960年4.58％、1970年8.02％、1980年

15.8％、1985年34.2％、1990年38.7％である7）。日本

が島国であるのに対して、韓国は大陸に位置している国

なので、韓国人は外国との交流に慣れていて、知識階級

では外国語に堪能は人が多いように、筆者は感じた。

（3）技術移転、即生産、販売活動の実行による良パフォーマ

ンスの達成

日本から導入した技術により、製鉄所建設即生産が出

来、会社の経営が円滑に行われるとともに、第2製鉄所

の建設にもつなぐことが出来た。

（4）世界中の良い技術を探して来て、組み合わせて優れたパ

フォーマンスを出す技術新結合重視

表4にも示したように、優秀な人材を製鉄関連の有望

技術を開発中の海外の大学、研究所に派遣し、開発能力

の習得と獲得した新技術との組み合わせによる、さらな

る技術の高度化を指向している。

以上のような鉄における「日本の経験」と「韓国の経験」
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を比較表として表5にまとめたが、総括的には次のように言

うことが出来よう。

日本の鉄の発展は、19世紀後半からスタートを開始し、

60年経って技術的自立を果たし、その後、独自の境地に達

するのにスタートから約100年を要したが、このパスは、当

時の世界の経済環境と技術の進化に応じた適応であったのに

対して、韓国の場合は1970年代の経済と技術のレベルに適

応した技術発展を極限までうまく活用したパスと言うことが

出来る。鉄の「韓国の経験」のエッセンスは、日本で発展し

た鉄のベスト・プラクティスを導入し、高学歴の技術者と組

み合わせて活用した新結合による新しい型の技術発展方式で

あって、鉄における「日本の経験」と「韓国の経験」は、異な

る技術発展のパスと言えよう。

4 戦後の日本の鉄の
技術移転から考える

4.1 生産技術の進化の影響8）

明治初期、ヨーロッパからの高炉技術の導入の失敗例は、

その時代の先進の高炉技術が、ローカルな原料に依存したき

わめて幅の狭い範囲に適応可能な技術にすぎなかったからで

ある。ヨーロッパと石炭の種類の異なる日本で、コークスの

品質が違い、これが高炉操業を不可能にしてしまった。韓国

浦項製鉄が受け入れた日本の技術の場合には、さんざん経験

済みの日本と全く同じオーストラリアなどからの輸入原料を

使って高炉を操業したから、何らの問題はなかった。現代技

術は、原料問題についてもそのローカル性を開放し、普遍性

を獲得している。

しかし、何といっても一般的に大きく様相を変えたのは、

熟練工への依存の変化であると思う。1960年代までの製造

現場で、その生産を左右する重要な要因は何といっても、熟

表5 鉄にみる「日本の経験」、「韓国の経験」
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練工の存在であった。私自身、戦後まもなくから、実際に製

鉄所で働いていたが、製鋼現場でも、圧延現場でも鉄の場合

には、1960年頃までは熟練工の役割は非常に大きかった。

技術者だけでは実際の製造はどうにもならないのが現実であ

った。しかし、それ以後は工場での品質管理が進みバラツキ

を減らすために、工程の改良、標準化が進み、さらにはこれ

らの結果が設備に折り込まれて、熟練工にたよらないでも安

定して、高生産、高品質を維持出来るように技術は進化した。

鉄の場合の固有技術が時代とともに進化した様子を図3に示

す。管理技術の品質管理との相互作用を受けながら、固有技

術のうち経験、技能にたよる部分が次第に減り、それに変わ

って標準化、システム化が進み、工学、科学の基盤がしっか

りすることによって、ゆるぎがたい安定性を獲得していく様

子を概念図の形で示した。図3の中で、黒く骨のような形で

示した部分は、実用技術の内容の中で科学・工学の占める部

分であり、ドットで示す部分が標準化、システム化を、白い

部分が技能、経験にたよる部分である。技術移転の視点から

見た場合、白い技能、経験の面積が少ない程技術移転が確実

に行われやすい。技能、経験などは人が保有しているもので

あって、普遍性がなく、かつ伝達が難しいからである。一方、

科学、工学の部分、標準化、システム化からなる部分は、国

や社会によらず世界的に普遍性があるので技術移転が容易で

ある。かつての技術移転は白い部分が大きかったので、技術

移転が困難であったが、戦後日本で発達した日本型技術と言

えるものは白い部分が少ないので、技術移転が容易である。

鉄の製造技術は、韓国の浦項製鉄への技術移転をした1970

年代以降は、技術はどの国でもすぐ操業出来る技術へ進化し、

その普遍性を獲得することが出来たと言えよう。

日本の工業化が、イギリス（工業化第1世代）、フランス、

ドイツ、アメリカ（工業化第2世代）、に続いた19世紀後半

からスタートしたその時代の工業の進展度に対応した工業化

第3世代の発展形式を色濃く持つのに対して、韓国のそれは

20世紀後半の技術の進化に対応した工業化第4世代の新しい

発展形態であると言えよう。

4.2 東アジア地域の持つ条件

日本の鉄鋼業は、戦後早くから韓国以外の多くの国々にも

技術移転を行なった9）。技術移転後の生産量の伸びについて、

データが得られた南米のケースと日本からの技術移転ではな

いが、筆者が1992年から4年程技術指導でかよっていたイ

ンドネシアのデータを東アジアの韓国、台湾のデータと比較

したのが、図4である。データは、東アジアグループとその

他と大きく2分される。清川雪彦は、繊維産業での技術移転

を長年にわたって研究した。その結果から、商品、技術、機

械、制度、文化・宗教がある国に入って来た場合、商品はそ

れを受け入れる国において、比較的簡単に導入することが可

能で、それが適していると分かると比較的短時間のうちに、

その国全体に普及する。それに対して技術の場合には、商品

に比べ他国からもって来た時に定着していくのはやや難し

い。また国内で同じようにその技術を再生産していくことは、

より難しいと言う。それが他国の制度とか、組織、価値観に

なると更に難しく、文化や宗教になれば一層受容の困難度は

増大すると述べている10）（図5）。このような移転の難易度を

考えながら、図4に示した東アジア地域の他地域とは異なる

急発展のパターンを考える時、この地域では技術発展の基盤

要因で、しかも移転の難易度の高い文化、社会制度が日本と

の共通性が多く、また、地理的にも近いので人の交流、情報

の交流が密で、日本からの技術の消化に有利な点が大きかっ

たと考えられる。しかも、4.1節で述べた技術進化がそれを

一層加速したと判断される。

図3 鉄鋼技術進化の概念図

経験＋技能主体から工学＋標準化＋システム化へ
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大橋周治は、その著「幕末明治製鉄論」11）の締めくくりと

して、日本は迷いながらもヨーロッパが2世紀かけて発展さ

せた近代製鉄法を数分の1の50年に短縮して、技術移転す

ることに成功したと述べているが、東アジアの韓国は、日本

の達成した技術をさらに数分の1の時間でものにすることに

成功した。ここでは、鉄の技術について述べたが、他の技術

分野でも同様なことが起きている。そこに、今の東アジアの

急激な発展の鍵があると筆者は考える。

4.3 中国鉄鋼業の将来への示唆

中国は1997年以降世界最大の鉄の生産を行ない、2000年

にはその生産量は1億2,700万トンに達しているが、中味と

しては品質、設備の近代化ではこれからである。小規模な企

業の多い中国の鉄鋼業をグループ化して、これから本格的に

近代化の促進が計られると報じられている 12）。韓国浦項製

鉄への技術移転から8年後の1978年から建設が着手された

中国上海宝山製鉄所は、日本からの技術移転で建設され、現

在では生産量1,151万トンと単一製鉄所として中国最大の製

鉄所に成長し、中国内での近代製鉄所のモデルとなっている。

本論文で分析した韓国の例からも容易に想像出来るように、

中国鉄鋼業の持つ地理的、文化的条件は韓国と類似点も多く、

今後の発展はかなり急速なものがあると推定される。
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図4 アジア、南米各一貫製鉄所の生産開始後の粗鋼生産の伸び

図5 社会の変容度と文化・制度の移転



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 150
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /ClipComplexRegions true
        /ConvertStrokesToOutlines false
        /ConvertTextToOutlines false
        /GradientResolution 400
        /LineArtTextResolution 1200
        /PresetName <FFFE5B00D89AE389CF50A65E5D00>
        /PresetSelector /HighResolution
        /RasterVectorBalance 1
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


